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市債残高（臨時財政対策債を除く） 将来負担比率

＜「市債残高」、「将来負担比率」の推移＞
（億円） （%）

2023年度から2027年度までの5年間

【 歳 入 】 市 税

譲与税・交付金

地 方 交 付 税 税収連動　（公債費算入分は事業費連動）  ※ 臨時財政対策債を含む

地 方 債 今後の事業費見込みを反映

そ の 他 歳 入 2023予算をベースに算定 （国県支出金のうち扶助費、投資的経費充当分は事業費連動）

【 歳 出 】 人 件 費 定年延長、退職手当見込みを反映

扶 助 費 過去伸率の実績を反映　（児童福祉費は据置）

補助費・繰出金 後期高齢者負担金は人口推計伸率を基に算出。介護繰出金は2023予算伸率を反映。
下水道・中央卸売市場事業繰出金は償還計画連動。

投 資 的 経 費 事業計画連動

維 持 補 修 費 伸率+1.7％／年

公 債 費 償還計画連動

そ の 他 歳 出 2023予算をベースに算定

内閣府「中長期の経済財政に関する試算」のベースラインケースを参考にした
税収の伸びや、現時点で見込まれる固定資産税評価替などの影響を反映して試算

【設定期間】

（単位：億円）

対前年比 対前年比 対前年比 対前年比 対前年比 対前年比

1,344 105.1% 1,351 100.5% 1,363 100.9% 1,377 101.0% 1,394 101.2% 1,404 100.7%

833 92.7% 828 99.5% 821 99.1% 819 99.7% 806 98.4% 792 98.3%

931 105.6% 897 96.3% 920 102.6% 896 97.3% 885 98.8% 901 101.8%

182 103.1% 258 141.7% 256 99.1% 249 97.2% 205 82.3% 232 113.6%

3,922 101.4% 3,977 101.4% 4,013 100.9% 3,993 99.5% 3,950 98.9% 3,989 101.0%

928 98.5% 904 97.4% 921 101.9% 900 97.7% 930 103.3% 904 97.2%

811 100.4% 837 103.2% 839 100.3% 841 100.3% 844 100.3% 846 100.3%

602 100.0% 616 102.3% 615 99.8% 620 100.8% 627 101.1% 625 99.7%

331 102.0% 390 117.9% 448 114.8% 427 95.2% 382 89.5% 443 116.1%

63 105.2% 67 106.9% 68 101.7% 70 101.7% 71 101.7% 72 101.7%

485 99.0% 498 102.7% 484 97.2% 492 101.6% 484 98.5% 479 98.8%

3,922 101.4% 3,977 101.4% 4,023 101.2% 3,988 99.1% 3,952 99.1% 3,976 100.6%

0 － 0 － △ 10 － 5 － △ 2 － 13 －

95 － 95 － 85 － 90 － 88 － 101 －

区　　　　　分

国 ・ 県 支 出 金

2026見込
（R8年度）

2025見込
（R7年度）

2024見込
（R6年度）

2023予算
（R5年度）

2022予算
（R4年度）

地 方 債
（ 臨 時 財 政 対 策 債 を 除 く ）

　歳　　　　入

市 税

地 方 交 付 税
（ 臨 時 財 政 対 策 債 を 含 む ）

歳 出 合 計

収 支 差 引

歳 入 合 計

公 債 費

　歳　　　　出

人 件 費

扶 助 費

補 助 費 等 ・ 繰 出 金

投 資 的 経 費

維 持 補 修 費

2027見込
（R9年度）

年 度 末 主 要 ３ 基 金 残 高

将来負担比率について、

市債残高の縮減を図りつつ、

毎年度着実に低減します。

※１

※２

※１　将来負担比率　市債残高や退職手当など将来負担額から、基金や交付税措置額等を除いた「実質的な負債」の「標準財政規模」に対する比率

※２　2021は、単年度限りの特殊要因により、将来負担比率が大幅に低下（臨時財政対策債償還基金費の創設等に伴う普通交付税の追加交付により、標準財政規模が大幅に増加）


